収用は国土交通省の首を締める　　　　　　　　　熊本一規(明治学院大学教授)

国土交通省は、川辺川ダム建設に関し、共同漁業権を収用し、球磨川漁協に補償を支払うとしている。憲法29条に基づき、財産権を収用するには補償しなければならないからである。

国土交通省は、共同漁業権は漁協の権利であるとする。そして「収用に伴い共同漁業権が消滅するので、権利の対価として漁協に補償を払う。補償額は、収用に伴う漁業収益の減少額をもとに算定する」という。

しかし、共同漁業権は、特殊な権利である。免許は漁協にされるものの、漁協でなく組合員が共同漁業を営む権利を持つ。組合員の「共同漁業を営む権利」は、漁業法８条に定められており、財産権とされている。漁協は共同漁業を営まないから、共同漁業に関して財産権を持つはずがない。財産権を持ち、漁業収益を得ているのは漁業を営む漁民である。従って、補償は、財産権を侵害され、漁業収益を減少させられる漁民に対して払わなければならない。

国土交通省が補償対象をごまかしているために、補償額でもおかしなことになる。

共同漁業は免許がなくても営める（漁業法９条）。従って、漁協から共同漁業権が収用されても、漁民はこれまでどおり共同漁業を営める。そのため、漁業収益は減少しないから、漁業収益の減少分をもとに算出される補償額はゼロになる。つまり、収用に伴って漁協に補償を払えないのである。

漁民は、収用後にも共同漁業を営め、それは財産権であるから、消滅させるには補償が必要である。補償を払わずにダム建設に着工したら、憲法違反(財産権の侵害)になる。そして、その場合の補償は、既に免許はなくなっているから漁協に払うことはできず、漁民一人一人と補償契約を交わすことによって払わなければならない。

以上のように、共同漁業権を収用すれば、漁協への免許を利用したごまかしが効かなくなり、漁民全員の同意が必要なことが明らかになってくるのである。

収用は、ダム建設を可能にするどころか、国土交通省の首を締める行為である。

